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     平成２６年度第３回行財政改革審議会会議録  

 

日   時  

   平成２６年１０月２４日（金）午後２時～午後４時  

場   所  

   流山市役所第１庁舎３階  庁議室  

出席委員  

   平野委員、古内委員、高橋委員、  

   井田委員、金子委員、梶間委員、  

   寺澤委員、野村委員、森委員、神田委員  

傍聴者  

   １名  

欠席委員  

   林委員、平川委員、髙櫻委員、廣田委員、籠委員  

関係部署  

   安井財政調整課長、福吉課長補佐  

事務局  

   山田総合政策部長、  

   鹿間行政改革推進課長、  

   中西課長補佐、軍司主事、梅田主事  

議題  

   次期定員適正化計画について  

内容  

   別添議事録のとおり  

添付資料  

  ＜財政調整課作成資料＞  

   ・流山市の財政状況について  

  ＜事務局作成資料＞  

【資料７】第２次定員適正化計画の評価・総括  

   ・答申に向けたスケジュール（案）  

   ・答申書の形式（案）  
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議事録（概要）  

 

（寺澤会長）  

開会宣言  

はじめに、本日の進行について事務局から説明をお願いしたい。  

 

（事務局）  

前回の審議会において事務局から「次回第３回審議会では、次期計画

のたたき台をお示しする。」と説明していたが、今回配布した資料は、

現在の第２次定員適正化計画の取組状況のみとした。  

 事務局として、審議会の進め方を検討した中で、答申をどのように作

成していただいたら良いか考え、１として「第２次定員適正化計画の評

価・総括」、２として「第３次定員適正化計画の基本的な考え方、職員

数の在り方、計画の推進方法」、大きく２つに分ける構成案を考えた。  

また、前回は１２月に答申をいただくと説明したが、その日程を修正

し、今回は、１の「第２次定員適正化計画の評価・総括」を協議いただ

き、１１月の第４回会議では、２の「第３次定員適正化計画の基本的な

考え方、職員数の在り方、計画の推進方法」を協議いただき、次の１２

月の第５回会議で、引き続き第３回定員適正化計画について協議いただ

くとともに、答申案の検討をしていただき、来年１月に答申をいただき

たいと考えている。  

 なお、本日の資料については、事務局が作った評価の表現を示してし

まうと、それと違う内容の意見が出にくくなってしまうと思い、評価に

係る記述は入れていない。  

前回までの会議の中で市の財政状況の説明が不足しているとの指摘が

あったので、本日は財政調整課長から改めて市の財政状況を説明し、そ

の後、第２次定員適正化計画の取組状況について、資料に沿って説明し、

意見を頂きたい。  

 

（寺澤会長）  

本日の進行は、事務局が説明したとおり実施することとする。それで

は流山市の財政状況の説明をお願いしたい。  

～財政調整課職員入室～  
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 財政調整課の安井課長による説明  

＜配付資料＞  

 ・流山市の財政状況について  

 

（寺澤会長）  

 今の説明について質疑があればお願いしたい。森委員。  

 

（森委員）  

 人員計画を考える上で、流山市の財政の健全度を一つの視点にすると

いう考え方かと思う。説明により、経常収支比率は絶対値も低いし、他

市との比較でも良好であることが分かった。これは事業債の残高が減少

している影響が大きいかと考える。その理由は返済が進んで減ったから

なのか、事業そのものを縮小したからなのかお聞きしたい。  

 

（安井課長）  

 経常収支比率と同様に、実質公債費比率も下がっているが、計算上、

国が返済を保証していることから、交付税で賄える借金は分母分子から

減ずることが出来る。このため、臨時財政対策債は増えているものの、

事業債の残高は減少しているので、実質公債費比率、将来負担比率は良

くなっている。  

 事業債が減っている理由は、過去にクリーンセンターの市債があり、

償還が進み、残高が減ってきている。クリーンセンターの市債は平成３

０年度で全て償還される。現在は毎年約７億円返済しているが、それが

終了すればさらに負担は軽減される。ただし今後はＴＸ沿線関連の開発

の市債の償還が出てくるので、そこはバランスが重要と考える。  

 

（森委員）  

 その観点から考えると、現在の事業債の残高や今後事業を進めていく

上での事業債の残高を将来的に返済していくときに、現在の経常収入に

おける公債の返済に充てられる費用の額との比較で考えると、健全であ

るということでよろしいか。  
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（安井課長）  

 現在、その点について企画政策課とも議論しているが、実質公債費比

率や将来負担比率という国で定めた財政指標は計画段階での試算が難し

いことから、今後は事業債の残高がどう減っていくのかを見ながら、コ

ントロールできるようにしていきたいと考えている。  

 平成１７年度は事業債が非常に多く、臨時財政対策債が少なく、ほと

んどが事業債であったが、現在は逆転している。この点から十分持続可

能と考えている。  

 流山市として、持続可能性を高めるため、安定的な税収を確保するこ

とを目標としているため、それに必要な都市基盤の整備はどうしても進

めていかなくてはいけない。  

 また、現在の指標というのは、人口が増えている団体と人口が減って

いる団体で違いが出るようになっていない。借金は返済可能性の問題な

ので、将来の人口推計等を見ながらコントロールすべきと考えている。  

 

（森委員）  

 公債費返済資金の経常収入に占める比率と、人件費の経常収入に占め

る比率を比較するという視点は有効と考えるか。  

 

（安井課長）  

 有効であると考える。同じ義務的経費としてどちらが削減しやすいか

ということになるが、一つの分析手法として、経常収支比率の中で人件

費か、公債費か、どちらが大きく経常収支比率に影響しているのかを分

析する必要はあると考える。  

 

（寺澤会長）  

 前回の審議会においても、答申を考える上で財政的な部分の説明も聞

きたいということで本日財政調整課にお越しいただいている。他に質疑

はないか。梶間委員。  

 

（梶間委員）  

 人件費について、臨時職員も含めて説明があったが、実態としてどの

くらいまで人件費を確保すればいいのか。人員を大きく増やせばいいと
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いうことではないし、減らせばいいというものでもない。  

 臨時職員についても、どのような業務に就いているのか、正規職員と

同じ業務になっていないかという問題もある。同じ業務になっていると

正規職員と臨時職員には賃金格差があることから、様々なトラブルも発

生することでサービスの低下につながってはいけない。臨時職員の実態

も議論していかないといけない。  

 

（安井課長）  

 財政調整課としてはその点について回答する立場にない。  

 

（寺澤会長）  

 その点はこの後に議論することとしたい。他に質疑がなければ財政調

整課との質疑応答を終了する。  

 

 ～財政調整課職員退室～  

 

（寺澤会長）  

 それでは、引き続き事務局からの説明をお願いしたい。  

 

（事務局）  

それでは、【資料７】第２次定員適正化計画の評価・総括の説明を行

う。  

第２次定員適正化計画では、正規職員数を抑制・削減する手法として、

アウトソーシングや組織の見直し等の手法を執ったが、計画策定時に予

期できなかった東日本大震災に伴う放射性物質への対応や、地方分権の

推進で段階的に国や県の事務が市の事務となってきたこと、また、経済

状況の変化による生活保護世帯の増加と事務の増加などで【表１】のと

おり平成２７年度の最終目標値９８１人には届かない見込みである。  

【表２】は人口増加傾向に合わせた職員数の割合を示したものである。

人口が増加している中、職員数がやや減少していることから、人口千人

当たりの職員数も減ってきていることが分かる。  

 【表３】は、予算の歳出総額と人件費の割合を示したものである。表

のとおり割合は、年々減少している。  
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【表４】は、東葛６市の歳出総額に対する人件費の割合を比較したも

のあり、流山市が一番低い状況である。定員適正化の手法としては、ア

ウトソーシングの推進、再任用職員の活用、組織機構の見直しを挙げて

いる。  

【表５】のとおり、定員数の対象外である短時間の再任用職員の人数

が増加している状況である。  

この資料を基に、評価・総括に係る御意見をいただきたい。  

 

（寺澤会長）  

 ただ今説明があったが、市長の諮問は、第２次定員適正化計画では、

高齢化の進展などによる社会保障費の増加や人口減少による税収の減少

などにより厳しい財政状況が想定されている中、人件費の抑制策として、

効率的な人員配置、組織機構の見直し、民間企業等への業務委託、再任

用職員・臨時職員等の活用によって職員数の削減を行ってきたが、次期

の定員適正化計画の策定に当たり、どのような考え方をもって進めてい

くべきか、審議会の意見を聞くものである。  

今回【資料７】第２次定員適正化計画の評価・総括が出されているわ

けであるが、第２次定員適正化計画は来年３月で計画期間が終了する。  

このことから、第２次定員適正化計画の進捗状況や問題点、評価を答

申に盛り込み、その延長線上として次期定員適正化計画を審議会として

どう考えるか、答申していくことになると考える。  

その前段の第２次定員適正化計画の評価、総括について、何か意見が

ある方は発言をお願いしたい。  

また、それだけでなく、今まで行ってきた議論に関してでも結構なの

で、意見がある方は発言願いたい。  

 

（梶間委員）  

 具体的に何年度は何人と数字を挙げていくべきなのか。実際には配置

要望や職員組合との交渉などもある。  

 

（寺澤会長）  

 我々では市役所の部局の仕事の中身まで詳しく分かる訳ではない。こ

の課は何人多い、何人足りないというのをこの場で論じる必要はないし、
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出来ないと考える。  

 

（梶間委員）  

 この場では具体的な人数は出せないと考えてよろしいか。  

 

（森委員）  

 そうではない。市当局が計画案として出してきた人数に対し、我々が

それは適切な考え方に基づくかを評価するものと考える。  

 

（寺澤会長）  

 具体的な数値が適正か否かではなく、そのように計画を策定した基本

的な考え方、指標、定年退職者と再任用職員採用状況の整合性などを、

個別具体的に評価するのではなく、大枠の考え方、職員配置の方法、女

性の登用についてどう考えるかなど、市当局の考え方を聞いて答申に生

かしていくという考え方でいいと思う。  

 

（事務局）  

 補足となるが、第３回定例会の閉会後、事務事業において、事務の拡

充、縮小など各部局が一番掌握しているため、各部課長と今後５年間を

見据えた人員配置計画についてヒアリングを実施している。次回の１１

月の審議会では、職員の増減を見つつ、ヒアリングの結果からシュミレ

ーションした数値について、多少の幅はあるものの、示すこととしたい。  

 まだ全部局終了していないが、今月中には終了する予定なので、次回

には数値をお示ししたい。  

 

（寺澤会長）  

 あまり細かいものが出てくると、細かい点を指摘し、その指摘に左右

され、当審議会に求められていることと差異が生じてしまう。当審議会

に求められているのは、次期定員適正化計画に対する市の基本的な考え

方に対し、この点はどうなのだと指摘し、答申していくことかと考える。  

 

（梶間委員）  

 具体的な数字を次回に提出するとのことであるが、それが独り歩きし
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てしまうと良くないと考える。職員組合との交渉事案を保障しながら、

協議しないといけない。  

 

（森委員）  

 我々は民間出身なので、理解できない点があるが、市の人員計画とい

うのは、職員組合との協議は必要だとしても、市として策定することは

できないのか。  

 

（事務局）  

 この場は審議会なので、市長からの諮問に基づき、各委員から意見を

いただき、事務局で意見を反映した形で計画を策定する。それは確定と

いうことではなく、段階的なステップを踏んでいく。当然職員組合にも

説明し、理解をいただき、来年４月以降の計画として発表していきたい。  

 各委員に議論をいただいて、それを基に計画を策定して完成というこ

とではない。  

 

（森委員）  

 我々としては、市として一つの業務や部署に対し、細かくどのくら

いの人数が適正なのか議論することは出来ない。市の計画案を提示して

いただいて、その案が様々な考え方の観点から、適正か否か議論して、

答申する。その後は市当局が職員組合と交渉等を行うということだと思

う。  

 

（梶間委員）  

 アバウトな数字なら結構だが、具体的に何名と出した後、それで労使

間で協議することになると、それが職員組合との要求内容と大きくかい

離していると、介入されるなどの問題が生じかねない。どこまで数字を

出せるのかは重要な問題である。  

 また、第２次定員適正化計画の総括の問題として、労使間の協議もな

く決定され、計画が推進されたということがあった。目標数値には達し

ない見込みであるが、なぜそうなったのかという問題がある。  

 臨時職員についても、位置付けはどうなっているのか。採用に問題が

あり、一時的ではなく、継続して採用している構図が全国的に存在して
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いる。恒常化している業務を正規職員と比べ待遇に格差がある臨時職員

が行っていていいのかという問題もある。こういったことを５年間の総

括としてどのように捉えているのか。  

 

（寺澤会長）  

 それは当審議会に求められていることではない。我々は市長の諮問を

受けて、それに対し答申するのが役割である。諮問と答申という関係か

ら言えば、審議会の答申は行政庁としての市長を拘束する訳ではなく、

参考にしてもらい、市の政策に生かしてもらうという位置付けである。

後は市当局内で我々の答申をどう捉えるかであり、職員組合に説明が必

要だと考えれば行う訳である。そこについて我々はタッチできないし、

すべきではないと考える。  

 

（梶間委員）  

 実態や、なぜ計画通りに達成できなかったかといった問題について、

もう少し掘り起こして市当局に回答願いたい。  

 

（寺澤会長）  

 それは、後ほど意見シートに記載していただきたい。そうすれば事務

局で意見を集約し、次期計画の原案に生かしていく。原案が資料として

出されれば、それに対し議論し、修正意見等を出していく。そういうプ

ロセスで答申につなげていけばよろしいと考える。  

 第２次定員適正化計画の評価・総括が本日のテーマであるが、資料等

を見て、財政調整課の説明を本日聞いて、第２次定員適正化計画につい

てどう考えるか、成果は十分であったのか、評価できる点、評価できな

い点、総括的にはどうかなど、意見を出していただきたい。平野委員。  

 

（平野委員）  

 職員数の削減について、なぜ予定通りに達成できなかったかという理

由は記載されているが、減少していく部分で、定年退職による自然減の

部分と、中途退職を足した数が計画の数値になっていると考えるが、中

途退職については、想定通りだったのか、大きくずれが生じたのか。  
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（事務局）  

 中途退職について細かい算定はしていなかったのではないかと考える。

次期の計画の算定においても、中途退職者数はそんなに多くはないこと

や、中途退職者の減員分については、採用で補充することを考えている

ので、定員数全体における目標値については、考慮する必要はそれほど

ないと考えている。  

 

（平野委員）  

 中途退職についての補充が行われるという実情があるのかもしれない

が、中途退職者による減は、統計的には大体決まった数字となる。それ

を逆に人員を削減する際に合理化しながら組み入れていく手法が民間で

はよく採られる。民間企業は中途で退職する社員が非常に多いため、そ

ういう手法が採られるのだが、市役所では中途退職が少ないため、その

点を考慮する必要がないということなら、それはそれで結構だと思う。  

 

（古内委員）  

 職員数の推移を考えていくときに、５年間でこの人数を減ずるという

ことについて、各部門から、例えばアウトソーシングなどが出来るから、

何人減らし、最終的に９８１人という試算を行っているという理解でよ

いか。  

 

（事務局）  

 この計画の策定時に流山市の将来計画を併せて策定していたが、その

中で今後５年間の仕事量、事業量はこのくらいになるという想定をして

いる。  

また、職員の退職に合わせ、公共施設における民間企業やＮＰＯへの

指定管理者制度を導入している。これから建設する新しい施設において

も、その考え方に変わりはない。各部局が所管する公共施設については、

アウトソーシング、指定管理者制度の導入で職員数を削減していく、業

務も委託していくという考え方で計画を策定していった。  

予測できなかった点は、普通退職、つまり年度途中での退職、定年前

での３月末日での退職者であり、ここ最近は少しずつ増えてきており、

人数が読めなかった。  
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また、人事当局に確認すると、新規採用において、退職の範囲内で採

用を行うという方針で採用を実施していても、他の地方公共団体や近隣

の市町村に内定を出した職員が流れていくという現象が起きている。そ

ういうことが定員適正化計画の当初計画から、ずれが生じた理由となっ

ている。  

その他、国の権限移譲、例えば県で行っていた法人監査について、市

内の法人はその市で監査することになるなど、業務が国、県から下りて

きている。今後は、パスポートの発給事務についても県から移譲される

動きがある。こういった権限移譲が進んできており、その業務に対応す

る職員を増加させたりしており、その調整が非常に難しい。こういった

ことがあり、第２次定員適正化計画においては、最終的な目標数値まで

の削減が出来なかった。  

 

（古内委員）  

 次期計画の策定に当たっては、様々な問題から、どうしても職員を増

員しなくてはいけない場合もあったにせよ、各部門から出された数字に

対して、達成できなかった部分をしっかりと分析した上で、次期計画案

を出していただきたい。  

 今説明があった、アウトソーシングを進めていくという点は理解でき

るが、日々行っている業務において、もっと簡素化できる点など、合理

化を進めた上で、職員数を出してほしい。  

 ただ人数が減った、人件費が減ったという点だけ見てしまうと、魅力

がないということで、新規採用職員が他に流れていってしまう。市の中

で働いている職員も自分の働きに対してしっかりと給料が支払われるこ

とが働きがいにもつながると考える。ただ単に人件費を削れば良いとい

うものではない。その辺のバランスを計画にも盛り込んでいかないとい

けない。人員計画で職員を減らす、人件費も減らすでは形だけのものに

なってしまう。  

 

（野村委員）  

 適正化とは、何をもって適正というかを考えると、効率化だと思う。

資料を見ていると、職員が減っている、人件費も減っていることは分か

るが、本当に効率化は図られているのか。やるべき仕事をやっていない



12 

 

ということでは困る。現在の第２次計画や次期計画を考えていく上で、

職員が減っているというのは分かるが、それが市民にとって、また職員

にとっても良いことなのか。給料が減って、人件費が減っているのでは

職員にとっては良いことではないし、その辺が見える形で次期計画が出

てこないと、我々としては効率化が達成できているか評価できないと考

える。非常に難しいことだとは思うが、細かい点よりはマネジメントに

関わる問題だと感じる。  

 

（寺澤会長）  

 資料の７の４ページに、手法ごとの効果の検証が載っている。このこ

とは前回、第２回審議会の資料にも載っている。ただ、人材育成と活用、

能力の開発ということが今回は載っていない。人材育成や能力開発、又

は女性の登用などは重要なことだと考える。人材育成や能力開発につい

ては、研修を行った、研修に参加した実績はあると思うので、総括には

入れてほしい。  

 職員数や人件費などは詳細に載っているが、どこまで人員を絞り、人

件費を削るのが妥当な線なのか。その点が全体としてクローズアップさ

れておらず、単に減らせば良いということで進んできたのが当市ではな

いか。給料の総額にしても、職員数にしても適正値があるはずである。  

 職員数を減らし、一定数以上は減らないため、今度は給料等、処遇を

悪くし、つじつまを合わせる。そうすると、優秀な人材が他の待遇が良

い自治体等へ流れるということもあり得る。果てしなき減少が良いとい

う訳ではないため、基準を設ける必要がある。職員数が減ることにより、

市民サービスが悪くなっては、市民からクレームも起きる、市民からの

協力も得られなくなる。そういった相関関係を予測しながら、職員の削

減なり、給料の削減等を考えていかなければいけない。  

 昨年と比較し、これだけ減ったから効果があった、他市と比較し少な

いから良いと評価しているのであれば、一定数まではそれで良くても、

ここまで切り詰めてきているので、それ以降は新しい行政サービスを始

める場合など、職員数を増やしていくことも考えないといけないのでは

ないか。この点、市当局としてはどのように考えているのか。  

 また、前回の第２次定員適正化計画によれば、平成２１年４月１日現

在で６０歳以上は１０名、５６歳から５９歳までは１３４名、５２歳か
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ら５５歳までは２００名ということであり、現在は平成２６年なので、

このうち５６歳以上の方々は定年退職している。５２歳から５５歳まで

の方々も一部は定年に達している。つまり２００人以上の方が定年とな

るが、一方、目標値では６３人の減としている。残りの人数はどうなっ

たのか。資料でもあるが、再任用職員として採用されることもあるし、

新規で採用される職員もいる。さきほど説明があったが、普通退職者も

いる。この辺が表などからはつかめないのである。  

 今までの議論の中で、外部委託にしても、もう限界ではないかという

意見もあった。今後は再任用などで、定年になった職員をどう活用して

いくかも重要と考えることから、定年退職者の動向がつかめる資料など

もお願いしたい。  

 

（森委員）  

 今の関連で言うと、長期的な人員計画では、人員のバランスというの

は必ず考えるものである。定年退職などの自然減に、採用の計画を入れ、

目標数値と調整するといった表は必ず入れるべきと考える。  

 

（事務局）  

 次回お示しする第３次計画においては、退職者の人数、再任用職員の

人数、そういった面から想定できることを想定してお出ししたい。ただ、

想定できない面もある。  

 

（森委員）  

 そういう点については、過去の流れから推計する他ない。  

 

（事務局）  

 数字として出せるものはあるが、人口の増加に伴って業務量も増大し

ている。職員数など減らすというだけではなく、人口増に伴う業務量の

増大、例えば市民課の窓口受付の件数など、人口が増えれば手続の時間

も頻度も増えるし、職員数を増加させていくこともあるだろうし、そう

いったことも加味していくことが必要である。  
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（森委員）  

 ５年前に６３人を減らす計画を策定したが、様々な要因でなかなか計

画通りにはいかなかったが、それでも平成２７年３月末に何人か減にな

る見込みである。市当局としては、職員を減らして、業務は十分に行っ

ていると評価しているのか。人員は過剰と評価しているのか。それとも

先ほど言われたように、様々な業務が下りてきて、人員は不足している

と評価しているのか。その基本的なスタンスを持って、次期の計画を策

定すべきだし、そのことが第２次計画の評価にもつながると考える。  

 

（梶間委員）  

 先ほど言われた中途退職の件だが、退職後すぐに補充しているわけで

はなくて、次の年の採用となる。また、正しくカウントして補充してい

れば良いが、補充せず減らしているのが実態である。中途退職が発生す

ると、人員を補充するため、緊急に異動が行われる。そうすると異動し

た職場の人員が減ってしまうといったギリギリの状況で職務を行ってお

り、それを何年も繰り返しているのが実情である。  

 職員は減って、業務量は増えているが、それに合わせてきちんと補充

されているかといえば、補充されていない。  

 権限移譲や福祉分野の業務量の増大をカバーするため、臨時職員を雇

用している。そういう人がフルタイムで正規職員と同じように業務を行

っている。時給で、正規職員と格差がある。権限で差を付けているとは

いうが、もっと柔軟に対応すべきである。  

 削減ありきの計画で、職員を増やすことが出来ないといった姿勢が、

業務量が増える中で、職場が混乱する要因であると考える。  

 

（寺澤会長）  

 仕事をしているのかと疑問を持たれる職員がいる一方で、あんなに頑

張っているという職員や職場もある訳で、一言では言い切れない。  

 ただ、先ほど言ったようにギリギリまで絞り込めばそれで良いという

ことではない。行政サービスの低下によって、市民の不満が溜まり、市

の評判が落ち、ひいては人口減につながっていくことも考えられる。そ

ういった点も考慮しないといけない。  

 他に発言のある委員は挙手願いたい。神田委員。  
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（神田委員）  

 資料を見ると、適正化計画については、急速に発展する中でうまく対

応しているのだと感じたが、一方で柏市などでは鬱病での長期休職者も

多く、流山市においてもそういった職員がいるのではないかと懸念する。  

 柏市では、正規職員の業務量が増大し、残業も非常に増えていると聞

いている。資料を見るとスムーズに人員削減等が行われているように感

じるが、職員の残業量などはどうなっているのか。  

 

（事務局）  

 前回の人材育成課の資料の８ページにも記載があるが、時間外勤務の

状況として、平成１５年度の総時間数で約７万時間であったのが、平成

２５年度では約１０万時間と増えている。そういった時間外勤務の状況

についても配慮しないといけない。  

 

（寺澤会長）  

 今言った数字は管理職を含んでいないということでよろしいか。この

数字は時間外勤務手当のつく職員が、命令を受けた時間と解釈してよい

か。つまりサービス残業は含んでいないということでよろしいか。  

 

（事務局）  

 時間外勤務手当のつく職員が上司の指示を受けて、取り組んだ時間外

の時間ということである。  

 また、心の病による休職者については、平成２５年度で１６名がメン

タルの関係で休暇を取得している状況である。ここ最近で一番多かった

のは、平成２２年度で２６名が療養休暇を取得している。  

 

（高橋委員）  

 ５年前に計画を策定した際に、想定した人口と現在の実際の人口とは

どれだけかい離があるのか。急速に人口が増えていて想定よりも遥かに

超えているのであれば、削減できなかった理由として分かるがどうか。  

 

（事務局）  

 当時の総合計画基本計画を策定した時期と第２次定員適正化計画の策
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定がほぼ同時であり、現在の人口推計と大きくぶれはない。毎年２千人

近くの増を当時も想定していた。ただ、これからについては、平成３１

年度までは２千人ずつ人口が伸びる計算をしている。それ以降について

はピークを平成３７年度として、以後は下降していくと想定しているが、

現在の状況を見ていると、２千人よりやや多く、ピークも超えていくの

ではないかと考えている。  

 千葉県全体では人口が減少する中で、柏市、流山市近辺が人口増を引

っ張っていくエリアと期待されている。県の総合計画の中でも柏市、流

山市周辺地区が人口を伸ばしていく地区と記載されている。  

 

（井田委員）  

 先ほどから言われているように、働きが十分でないと言われる職員が

いる一方で、残業を長時間している職員もいるとのことで、実態はなか

なか分からないが、個人的には、職員全員が１００パーセント働いてい

る組織というのは、窮屈ではないかと感じている。  

 育児支援をする立場としては、お父さんに早く自宅に帰ってもらいた

い。時間外勤務が増えてきているとのことで、職員数が減っているのに、

時間外勤務が増えているのは職員一人一人の負担が増えているのではな

いかと感じる。  

 再任用や臨時職員について、人材育成課から説明を受けた際に、ライ

フステージに応じた様々な働き方を提供していると話していたが、本当

にそれが職員のモチベーションの向上につながるのか疑問である。臨時

職員が産休や育児休暇で一度職場を離れた後に、また働きたいと思った

ときに、対応できるのか。個人的には、臨時や再任用の区別なく、正規

職員として働く方が良いのではと感じる。女性の職員も今後増えていく

と思うので、産休、育児休暇と女性の働き方など、その辺も含めて考え

ていかなくてはいけない。  

 

（寺澤会長）  

 一通り意見を伺ったなかで、本日の議論をまとめると、財政調整課か

らも説明があったが、税収も厳しい中で、高い値が求められる指標では

高く、低い値が求められる指標では低い数値であり、近隣でも上位グル

ープにいることが分かった。ただそれを追い求めるが故に職員に負担が
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行き過ぎ、心の病が増えたりしては本末転倒である。  

 民間企業と違い、一度に職員削減を行うのは難しく、一通りアウトソ

ーシングなどを行ってきたようであるが、未着手の部分もあるかもしれ

ない。そのような業務を探していき、職員削減も行わなければいけない。

しかし削減しすぎると、時間外勤務の増加などに跳ね返るという問題も

ある。そのような点のバランスを取りながら、長期で少しずつ効果を上

げていく他ない。  

 どの数値で良しとするのか、相関関係にある様々なデータから捉えて

いかなくてはいけない。市民サービスの低下を招かぬようにしていかな

いくてはいけない。  

 

（梶間委員）  

 財政的な観点から考えていき、削減ありきで計画を策定していいのか

という問題がある。もう少し実態を把握しておく必要はある。  

 臨時職員の使い方の問題など、裁判例なども鑑み、総務省でも実際に

正規職員と同様の業務を行う臨時職員の待遇改善をしなくてはいけない

という通知も出ている訳であり、そういう点も考えなくていくと、正規

職員の人数を減らしていっていいのかを考え、答申等に生かしていただ

きたい。  

 

（森委員）  

 市として現状、どのように考えているのか。削減計画なのか、職員も

限界が来ており、人口が増加する中で住民サービスの低下を招かないこ

とを考えると、増員の計画とするのか、その辺をきちんと出してほしい。  

 

（梶間委員）  

 実際に兼任辞令が多いという問題もある。そのような実態について市

を受験する大学生なども調べており、もっと良い待遇の自治体があると、

そちらへ流れてしまうということも聞いている。  

 

（寺澤会長）  

 時間も来ているので、委員の意見交換はここまでとする。  

 事務局から何かあればお願いしたい。  
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（事務局）  

 指摘いただいた事項や資料について、可能な限り用意し、事前に資料

をお渡しできるよう努めたい。  

 意見シートをお配りしてあるが、本日発言できなかったこと、答申に

記載したいことなどあれば記載していただき、取りまとめたものを次の

第４回審議会で提示して答申書（案）の作成の資料として活用していた

だきたい。  

 

（寺澤会長）  

以上をもって第３回行財政改革審議会を終了とする。  

 

 

平成２６年１０月２４日  

流山市行財政改革審議会  

会長  寺澤  眞  
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第３回審議会（Ｈ 2 6 . 10 .24 開催） 

【資料７】  
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１  定員管理の趣旨                      
 

本市の経営に当たって、限られた財源の中で質の高いサービスを住民

に提供するために、総合的な職員体制というものを考慮しながら長期的

な視点に立って、継続的に定員管理を行い、定員の適正化を図ろうとす

るものです。  
 

２  これまでの定員適正化計画の取組状況            
 

（１）第２次定員適正化計画の取組状況  

 平成２２年３月には総合計画後期基本計画を着実に推進しつつ、限  

られた人員や財源を最大限活用し、多様化する市民ニーズに対応する

ために第２次定員適正化計画を策定しました。平成２２年４月１日の

職員数１，０４４人から平成２７年４月１日までの５年間の計画目標

値として６３人削減の９８１人を設定しました。  

人口が年々増加傾向にある中で、アウトソーシングの推進、再任用  

職員等の活用、組織の見直しなどにより、職員数を削減する一方で、

東日本大震災に伴う放射性物質への対応、東葛中部地区総合開発事務

組合（流山市、柏市、我孫子市で構成）のみどり園（障害者支援施設）

の民営化に伴う職員の受入れなど、計画策定時には予期していなかっ

た事項もあり、計画目標値と比較して、ずれが生じましたが、人口が

平成２２年４月１日から平成２６年４月１日までの５年間で９，２３

５人増加しており、人口１，０００人当たりの職員数は減少していま

す。【表１、表２参照】  

【表１】職員数の推移（第２次定員適正化計画と実数の比較）（各年度４月１日現在）  

年度  

計画上の職員数・増減数  職員数・増減数の実数  

計画職員数  
計 画 上 の  

累計増減数  
職員数の実数  

累計増減数  

の 実 数 

平成 2 2    1 ,044   

平成 2 3  1,039  △ 5 1,044  0  

平成 2 4  1,030  △ 14 1,032  △ 12 

平成 2 5  1,015  △ 29 1,017  △ 27 

平成 2 6  997 △ 47 1,020  △ 24 

平成 2 7  981 △ 63  （未算定） 

 ※平成 2 7 年度の実数の欄の 数値は、計画策定時点での見通しの数値です。  
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【表２】職員数と人口１，０００人当たりの職員数（各年度４月１日現在）  

年度  
住民基本台帳

人    口  

職員数  人口 1000 人当たりの職員数 

全職員  一般行政  
教育 ･消 防 ･

上 下水道他  
全職員  一般行政  

平成 2 2  161,258  1,044  624 420 6.47  3.87  

平成 2 3  164,294  1,044  628 416 6.35  3.82  

平成 2 4  165,195  1,032  621 411 6.25  3.76  

平成 2 5  168,024  1,017  616 401 6.05  3.67  

平成 2 6  170,493  1,020  613 407 5.99  3.60  

 ※平成２５年以降の住民基本台帳人口には、 外国人登録者数が含まれています。  
 

次に、職員人件費と歳出総額に対する構成比率の推移を見ていくと、

平成２１年度から平成２５年度の決算額で職員人件費約３億２００万

円の減、そのうちの職員給で約３億５４００万円の減、歳出総額に対

する構成比率で４．３ポイントの減となっています。【表３参照】  
 

【表３】平成２１年度から平成２５年度までの職員人件費と構成比の比較  

年  度  平成２１  平成２２  平成２３  平成２４  平成２５  

職員人件費  

（単位：千円） 
8,784,107  8,672,383 8,786,346 8,605,715  8,482,023 

うち職員給  

（単位：千円） 
6,295,397  6,151,380 6,119,907 6,064,854  5,940,905 

人 件 費 構 成 比

率（％）  
21.3  21.6  20.7  19.3  17.0  

※各年度流山市決算カードによる。  

※人件費構成比率は当該年度決算の歳出総額に対する人件費の割合より算出。  
 

東葛６市における職員人件費と歳出総額に対する人件費構成比率を

比較したものが【表４】です。  

職員人件費は各市の財政規模に応じたものとなっておりますが、人

件費構成比率においては、本市が東葛６市で最も少ないものとなって

います。  
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【表４】東葛６市の職員人件費と構成比率の比較  

市名  流山市  松戸市  野田市  

職員人件費  

（単位：千円）  
8,482,023 26,114,516  8,597,329 

人件費構成比率（％） 17.0  19.4  17.9  

市名  柏  市  我孫子市  鎌ヶ谷市  

職員人件費  

（単位：千円）  
21,321,597  8,222,280 5,899,066 

人件費構成比率（％） 19.6  23.6  17.6  

※平成２５年度各市決算カードによる。  

※人件費構成比率は当該年度決算の歳出総額に対する人件費の割合より算出。  
 

（２）第２次定員適正化計画における適正化手法ごとの効果の検証  

第２次定員適正化計画の推進に当たり、人口と行政需要が年々増加

していく中、定員の適正化を図るため、様々な手法を用いました。  

以下において、その手法ごとに効果を検証します。  
 

ア  アウトソーシングの推進  

本市におけるアウトソーシングは、単なる業務委託ではなく、市

民参加を推進していくための手法として、経費の縮減、事務処理の

効率化だけでなく、行政サービス向上の観点から導入しており、市

民提案型の業務参加や法人等に公の施設の管理・運営を行わせる指

定管理者制度の導入を積極的に推進しています。  

第２次定員適正化計画の期間内では、身体障害者福祉センターに

おける指定管理者制度の導入や水道局給水装置業務の外部委託、西

平井・鰭ケ崎地区区画整理業務の一部外部委託、２保育所（名都借

及び長崎保育所）の民営化、中学校給食調理業務の外部委託等を行

い、約２０人の定員削減効果がありました。  
 

 イ  再任用職員の活用  

再任用職員とは、雇用と年金の連携を図り、長年培った能力や経

験を有効に発揮できるようにするため、定年等により退職した職員

を１年以内の任期を定めて改めて採用するもので、フルタイム勤務

職員と短時間勤務職員の２種類に分かれます（フルタイム勤務職員

は、定員管理の対象職員に入ります。）。  

再任用職員については、毎年、再任用を希望する職員の中から選

考を行った上で採用を決定しており、その数は特に短時間勤務職員

において年々増加しています。【表５参照】  
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【表５】再任用職員数の推移（各年度４月１日現在）  

年  度  平成 2 2  平成 2 3  平成 2 4  平成 2 5  平成 2 6  平成 2 7  

再任用職員数（全体）  37  44  48  67  87  (未算定 )  

再 任 用 職 員 数（ フ ル タ イ ム ） 14  19  15  9  8   

再任用職員数（短時間）  23  25  33  58  79   

 ※平成 2 7 年度の数値は、計画策定時点での見通しの数値です。  
  

ウ  組織機構の見直し  

組織の合理化の観点から、シティセールス推進室、放射能対策室

等、課内室の一部を廃止することやクリーン推進課・リサイクル推

進課の統合（クリーンセンターの新設）を行いました。  

一方で新たな行政課題に対応するため、政策法務室、流山本町・

利根運河ツーリズム推進室、ファシリティマネジメント推進室等を

新設しました。  

 



答申に向けたスケジュール（案）

開催日 審議内容 資料

第３回 10月24日
第２次定員適正化計画の取組状況を示し、評
価・総括などを協議していただく。

≪事前配布≫
・本市の財政状況
・第２次定員適正化計画の評価・総括

≪当日配布≫
・答申書の形式（案）
・意見シート（第３回）
・日程調整表

第４回

（候補日）
11月13、
14、17、18、
19日

第３次定員適正化計画の考え方、職員数の在り
方、定員適正化の推進方法を示し、それについ
て協議していただく。

・第３次定員適正化計画について
※基本的な考え方、各部局の要望数
と目標値、定員適正化の推進方法
・意見シート（第４回）

第５回

（候補日）
12月18、
19、22、24、
25日

これまでの審議会での発言と第３回及び第４回
審議会後に提出された意見シートをまとめたも
のを示し、答申書（案）の作成をしていただく。

・意見総括表

正副会議 １月上旬
第５回で作成された答申書（案）の最終確認を
行う。

・答申書（案）

答申 １月中旬 ・答申書の手交式 ・答申書




